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東日本大震災のボランティア活動における
被災地格差とその規定要因

渡 辺 裕 子

１．は じ め に

税金を原資とした東日本大震災の２０１１～２０２０年度の１０年間の復興予算３２兆円
は，２０１１～２０１６年度の集中復興期間において，約２５．４兆円が執行されている。
このうち，４つの柱＊１とされている項目の１つである「被災者支援」に充てら
れたのは，２．１兆円であった（復興庁 ２０１５）。一方，個人や民間による寄附金
は正確な金額を把握することが難しいが，おおむね２０１２年末頃までの時点で
５，８６０億円，との推計がある（早瀬 ２０１４）。政府の復興費と寄附金額とは期間
などの違いもあり単純な比較はできないものの，被災者支援においては寄附金
も少なからぬ役割を果たしてきたといえる。
ところで寄附金は，被災者個人に直接給付される義援金と，被災者を支援す

るボランティア団体に対する活動支援金に分類できる。そして先述の早瀬は，
義援金は５，４００億円，活動支援金は４６０億円，との見解を示している。義援金と
比較した場合，活動支援金の額はわずか１２分の１という見方もあるかもしれな
い。しかし，そうとはいえ，少なからぬ寄附金がボランティアや非営利民間団
体に給付されている。そこで，震災ボランティア活動についてきちんと評価を
する必要があると考える。
これに関しては，ボランティア支援機関に対して提出された活動報告書等は，

多数，公表されている。そのため活動者による，自らの行動や団体の成果に関
する報告を資料として，ミクロ～メゾレベルでの分析を行うことは比較的容易
である。これらの報告は参加の感想や振り返りにとどまっているものが多いが，

＊１ 住宅再建・復興まちづくり，被災者支援，産業・生業の再生，原子力災害
からの復興・再生，の４つである（復興庁 ２０１５）。
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一部には自らの活動時間を賃金に換算するなど，その経済的価値を算定してい
るものもある＊２。
他方，マクロレベルでは，全体を把握・比較するための共通のデータが不足

していることもあり，ほとんど評価が試みられていない。基本的な情報として
はまず，一体，日本全体で何人が震災ボランティアとして活動したのかを把握
することが必要である。そして，この問いに対しては，震災後約１年時点での
調査報告や人数推計に関する論文が散見される＊３。しかし，次の段階では例え
ば，どのような地域でどのような活動が行われたのかや，活動にどの程度，被
災地格差が生じていたのかなどの実態の把握が望まれる。しかし，これまでの
ところほとんど分析が試みられていない。それどころか，評価がなされないま
まに，過去の問題として処理されてしまう可能性もあるように思われる。
そこで本稿では，被災地での１）活動実態と，２）活動の差異をもたらした

要因について，実証データにもとづき検討する。ただし，これらの課題のうち，
とくに力点をおいているのは２）である。その理由は，本稿で使用するデータ
が，標本抽出という点で限界があるためである。正しい方法で母集団から調査
対象がサンプリングされていない場合，その標本から母集団の実態を推定する
ことは適切ではない。しかし，その場合にも，一般的に変数間の相関関係の分
析には耐えうる，という性質を持つがゆえに，活動格差の要因について分析す
ることができるのである。

＊２ 例えば，とちぎボランティアネットワークでは活動計算書において，ボラ
ンティアの労働時間にもとづき，経常収益にボランティア受入評価益を，人
件費にボランティア受入評価費用を含めている。とちぎボランティアネット
ワーク（２０１２）を参照。

＊３ 国の基幹統計である「社会生活基本調査（２０１３年度）」では，行動者率（１０
歳以上人口に占める過去１年間に災害ボランティアを行った人の割合）は
３．８％であった。日本労働政策研究・研修機構による２０～７０歳代の男女２，２４６人
を対象とした調査では，被災地での活動に参加したのは２．０％，被災地以外で
は５．１％で，全体では７．０％であった。また，岡本は，活動者は全国社会福祉
協議会の災害ボランティアセンター登録数の２～６倍に上る可能性があると，
推論している。総務省（２０１３．１．１５）；日本労働研究・研修機構（２０１３．５）；
岡本（２０１３）を参照。
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２．研究の方法

⑴ 使用するデータ
本稿では，社会福祉法人・中央共同募金会の「災害ボランティア・NPO活

動サポート募金」（以下，「ボラサポ募金」）の受給団体を対象にする。活動支
援金の受給機関として先の早瀬は１２機関をあげているが，主要なものは，日本
財団（日本財団 ２０１２．５；２０１４．７），ジャパン・プラットフォーム＊４，そして，
中央共同募金会である。この３機関だけで支援金全体の９割以上を占めてい
る＊５。
これらのうち中央共同募金会のボラサポ募金は，受給対象を助成機関の加盟

団体や法人格を持つ団体に限定することなく，５名以上のグループであれば応
募ができる等，他と比べて条件が緩やかだということが特徴といえる。また，
２０１１年５月～２０１６年１月に計１８回の募集を行っており，震災ボランティア活動
の時間的変化を長期的に捉えることが可能である。そしてボラサポ募金は，延
べ２，９６７件＊６，総額３５億７，６２０万円，また，中央共同募金による公表人数では
５５０万人が参加したとされ（中央共同募金会２０１６．１．１５），大規模な活動支援金
といえる。
本稿で用いるデータは次の２種類である。中央共同募金会では各回の募集結

果をホームページに掲載している。そこで１つめに，ボラサポ募金の受給団体
リストとして公表される，１）団体名と法人格の有無・種類，２）団体所在市
町村，３）活動概要，４）活動地域，５）助成金額，の情報を用いる。
２つめに，活動支援金受給団体は報告書を提出することが義務づけられてお

り，報告書は活動提出後に適宜，掲載されている。ただし，団体報告書は現在，
ホームページにおいて詳細の一部が閉じられ，閲覧できない状態になっている。
そこで，すでに筆者らの研究グループ＊７がデータベースとして作成済みであっ
た，第１回～第１４回の活動終了時の団体報告書（２，１２９団体）を限定的に用い

＊４ ジャパンプラットフォームの活動については，石井（２０１２）が紹介している。
＊５ ３つの機関の助成内容については，渡辺（２０１４）において整理を行っている。
＊６ 第１８回募集の決定ニュースでは２，９５１団体とされており，本分析と若干のズ
レがある。これについては，助成決定後に辞退等があった可能性も考えられる。
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ている。報告書では，６）活動開始日と終了日，７）実活動日数，８）参加延
べ人数（スタッフ，リーダー，ボランティア），９）活動した場所や拠点，１０）
活動の対象者，１１）協力・連携した団体や機関，１２）活動の内容，等が記載さ
れている（中央共同募金会 ２０１１）。

⑵ 分析の対象
東日本大震災において被災三県で開設された市町村災害ボランティアセン

ター（以下，「VC」）は，全国社会福祉協議会（以下，「全社協」）によれば，
岩手県が２７センター，宮城県が３５センター，福島県が３９センターで，計１０１セ
ンターであった（全社協 ２０１２）。ただし，本研究では，ボラサポ募金の受給団
体の活動先として，これらのVCが所在する全市町村をとりあげるのではなく，
活動数の上位１１市町を対象とした。
その理由は第一に，これらのなかには被災地としての受け入れというよりも，

ボランティアの送り出し拠点となっているVCが含まれているためである＊８。
第二に，VCの中には早期に閉所しているセンターも少なからずあり，必ずし
もすべてを取り上げる必要がないからである。第三に，本稿で問題とする活動
格差は上位１１市町においても存在し，これらの市町の比較からもその要因を分
析することが可能なためである。

３．選択された被災地

⑴ 選択の方法
前節で述べたように，受給団体の報告書が第１４回分までしか収集できなかっ

たため，ボランティア参加者数は２，９６７団体中で２，１２９団体分しかデータが得ら
れていない。そこでボランティア活動者数の代替変数として活動団体数を用
いた。

＊７ 筆者が研究代表者となっている，２０１３～２０１５年度科研費補助金基盤研究
（Ｃ）「東日大震災における遠隔地からのボランティアの費用と便益に関する
研究（課題番号：２４５３０７２３）」である。

＊８ 「被災地＝復興交付金事業を行う市町村」と見なす場合，その数は８０市町村
である（復興庁 ２０１５）。

駿河台経済論集 第２６巻第２号（２０１７）

４



しかし，被災地別の活動団体数を捉える場合には，もう１つ問題がある。１
つの団体において受給決定時のリスト，及び，報告書に記載されている活動先
市町村は，必ずしも１箇所ではないということである。そこで，活動先が複数
記されている場合には，記載順に「地域１」「地域２」「地域３」までをカウン
トした。
その結果，大船渡市，陸前高田市，釜石市，大槌町（以上，岩手県），仙台

市，石巻市，気仙沼市，東松島市，南三陸町（以上，宮城県），いわき市，南
相馬市（以上，福島県）が，上位の活動先となった。

⑵ 被災地の選択
① 団体数と活動者数との相関
活動団体数が上位にあることと活動者数が多いこととは等しくない。一団体

あたりの参加者が多ければ，団体数が少ない場合であっても，活動者数が多く
なる。そこで，本データベースでは活動者数について第１５～１８回ではデータが
欠如しており，また，複数の活動先がある場合の人数配分についても不明であ
るが，活動団体数と活動者数の相関関係を確認することとした。
図１は，活動団体数を横軸，活動者数（複数の活動先が記載されている場合

には「地域１」には全員が参加したものとみなす）を縦軸に取り，１１の被災地
をプロットした結果である。それによると第１位の石巻市は，活動者数におい
ても団体数においても突出して多い。気仙沼市もいずれも第２位である。しか
し，団体数で第３位の陸前高田市や第４位の南三陸町よりも，仙台市や東松島
市が活動者数が多いが，１団体・グループあたりの平均人数が仙台市では１，９００
人，東松島市では１，７００人と，１１市町のなかで最も多く，他方，陸前高田市で
は３００人，南三陸町では５２０人と少ないためである。仙台市や東松島市のような
交通のアクセスの良い被災地には，大人数の団体が参加したためと思われる。
しかし，全体での相関は有意に高く，ｒ＝０．８０９（ｐ＝０．００３）であった。こ

の結果から，ボランティア活動の活発さを，参加者数で捉えても団体数で捉え
ても大きな違いはないと考えられよう。
② 選択された被災地の妥当性
ボラサポ募金を利用して参加した団体は，全震災ボランティア団体のなかの

一部であり，他の経路を通して参加する場合のほうが多い。そこで，ボラサポ
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募金受給団体数における上位の被災地が，他の助成金や経路を通しても多くの
ボランティアを集めた市町といえるかの検証を行うこととした。ここでは，選
択された１１の被災地の妥当性を検討するための外的基準として，全社協（２０１２）
で把握しているVC別の登録者数＊９との相関関係を確認した。VCの登録者数は
２０１１年３月～２０１２年２月までの初期段階での集計値であり，本稿での分析とは
活動期間に違いがある。しかし，図２では横軸に活動団体数を，縦軸にVCの
登録者を取り，１１の被災市町をプロットした。
それによると，ボラサポ募金の受給団体数が延べ６００団体を超えて第１位の

＊９ 村井（２０１３）によれば，石巻災害復興支援協会（青年会議所と運動体，NGO
／NPOが設立）で把握した，石巻で活動したボランティア人数（２０１２年５月１５
日作成）では，協議会が１５．８万人，VCの登録ボランティアが１１．６万人であっ
た。被災地によっては，このようにVCを経由する参加が多数でない場合もあ
るが，比較可能な統計として，全社協で把握されている登録者数が最も適当
と考える。

図１．ボラサポ募金における受給団体数とボランティア
参加者数の相関―１１の被災地―
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石巻市は，VC登録者数も他の市町と比べて突出して多く，第１位である。こ
れとは反対に，ボラサポ募金の受給団体数が延べ１００～２００団体前後と少なく第
５位～第１１位にある７市では，VC登録者数も少ない。
しかしながら，ボラサポ募金の受給団体数が延べ３００～４００団体で第２位～第

４位の気仙沼市・陸前高田市・南三陸町では，VCの登録者数にばらつきがあ
る。すなわち，ボラサポ受給団体数に比べてVC登録者数が多い陸前高田市，
逆に少ない気仙沼市，その中間の南三陸町に分かれる。結果として，図２では
図１よりもやや相関係数が低くなるものの，有意な相関が認められる（ｒ＝
０．７１１，ｐ＝０．０１４）。

４．仮説の設定

以上の検討の結果や，岩手県４市町，宮城県５市町，福島県２市という地域
的なバランスから，これら１１の被災地を対象とすることは適当と考える。そこ
でこれらの被災地においてボランティアの活動格差が生じた要因に関して，次
の５つの仮説を設定した。

図２．ボラサポ募金における受給団体数と全社協ボラン
ティアセンター登録者数の相関―１１の被災地―
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⑴ 仮説①：人的被害や住家被害が甚大であった被災地で，活動団体数が多い。
これについてはとくだんの補足的な説明は不要であろう。情報が発達してい

る社会では被災地の惨状がメディアを通して伝達されるため，被害が甚大な市
町に多くのボランティアが駆けつけると考えられる。

⑵ 仮説②：団体の形態のうちNPO法人を多く含む被災地で，活動団体数が
多い。
東日本大震災では震災直後に「ボランティア迷惑論」＊１０などもあり，阪神・

淡路大震災と比べてボランティアの出足が遅かった。こうしたなかで，支援に
慣れている災害NPOが真っ先に活動を始めた。さらに，社協系の社会福祉法
人や任意団体と比較して，これらのNPOは長期化する活動への対応を得意と
すると考えられる。したがって，活動団体数が多い市町ではNPO団体を多く
含むと予想される。

⑶ 仮説③：全団体に占める地元団体の比率が高い被災地で，活動団体数が
多い。
震災後の初期段階では外部の団体からの支援を多く受けるとしても，ボラン

ティア活動の長期化においては，被災地住民が自立をして活動することが重要
といえる。そのため，活動団体数が多い市町では，被災地の地元団体が占める
割合が高いと予想される。

⑷ 仮説④：容易な内容の活動の募集が多かった被災地で，活動団体数が多い。
東日本大震災では，緊急支援期から生活支援期，地域復興期に至るまで多様

なボランティア活動が行われたが，活動の内容によって，団体に要求される組
織化の度合いや関与の期間等に違いがある。東日本大震災の被災地は遠隔地か
ら多数の参加があったが，それはボランティアにとっては，時間的にも金銭面
でも大きな負担を強いるものである。したがって，多くの活動団体を集めた市
町は，普通に職業生活や学生生活を送っている人が生活の一部を提供すること

＊１０ 「ボランティア迷惑論」をめぐる議論については，新（２０１１）；仁平（２０１２）；
村井（２０１３）；坂本（２０１３）を参照。
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で参加できる，単発でかつ，組織的な行動を必要としない活動が多かったので
はないだろうか。

⑸ 仮説⑤：交通アクセスが容易だった被災地で，活動団体数が多い。
東日本大震災では鉄道や道路が分断されて，アクセスが悪い被災地が多かっ

た。とくに被災地の遠隔地に所在する団体にとっては，新幹線駅や空港周辺に
近い被災地が訪問に便利である。この点で，仙台市周辺と岩手県沿岸部では差
が生じることが予想される。
これらに加えて，仮説①～⑤では説明できない個別の要因についても，最後

に考察することにしたい。

５．ボラサポ募金受給団体の特徴

仮説検証の前に，ボラサポ募金受給団体の活動内容や形態等について示すこ
とにしたい。

⑴ 活動の内容
① 活動分類
中央共同募金会のホームページでは各募集回で支援金受給団体の活動内容の

集計を行っている。その際に用いているのは４つの大分類であるが，表１に示
すように，緊急支援（１２の小分類），生活支援（９の小分類），復興支援（３つ
の小分類），そして，その他（４つの小分類）となっている。この分類は募集
の初期に設定されたものであり，緊急支援については分類が細かく，中期以降
の生活支援や復興支援ではやや粗くなっている。しかしながら，本稿において
も中央共同募金会の分類を用いた。
各団体の活動内容は，受給決定時のリストに掲載されている活動の概要を中

心に分類を行った。なかには複数の異なる活動が列挙されている団体も少なく
なかったため，記載順に最大３つまでをデータとして使用した。その結果，
２，９６７団体に対して全３，７７３件の活動が抽出された。分類に際しては学生の作業
者がコーディングを行った後に，研究者が確認をした。分類が判断しがたい場
合には，あわせて各団体による終了時の報告書を活用した。
表１は活動の内容を募集回ごとに集計し，各回における２８の小分類の構成比
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９



表
１
．
活
動
内
容
の
構
成
比
―
募
集
回
別

大 分 類
年
度

募
集
回

２０
１１
年
度

２０
１２
年
度

２０
１３
年
度

２０
１４
年
度

２０
１５
年
度

計
１

２
３

４
５

６
７

８
９

１０
１１

１２
１３

１４
１５

１６
１７

１８

緊 急 支 援

訪
問
，安
否
確
認
，物
資
配
達

１７
．７
％

１６
．６
％

１０
．５
％

８．
８％

９．
８％

８．
８％

６．
４％

３．
１％

２．
３％

１．
３％

―
―

―
―

―
―

１．
０％

―
２４
３

瓦
礫
の
片
づ
け
，物
品
捜
索

５．
４％

１２
．１
％

１２
．９
％

１０
．１
％

１９
．８
％

９．
８％

８．
４％

１０
．３
％

１３
．９
％

１１
．１
％

３．
１％

３．
７％

１．
１％

７．
２％

１．
４％

７．
９％

２．
９％

２．
７％

３８
９

行
方
不
明
者
捜
索
，連
絡
支
援

０．
８％

０．
３％

０．
３％

―
―

０．
７％

―
―

０．
３％

―
―

―
１．
１％

―
―

―
―

―
７

避難
所被
災者
支援
，運
営支
援

４．
６％

３．
１％

１．
３％

１．
１％

―
０．
７％

―
０．
３％

―
０．
３％

―
―

―
―

―
―

―
―

２８
炊
き
出
し

１２
．３
％

１１
．４
％

１４
．８
％

１１
．５
％

８．
７％

４．
９％

５．
２％

３．
１％

１．
０％

０．
３％

―
―

―
―

―
―

―
―

２２
０

外
出
，通
院
，移
送
等
の
支
援

―
０．
７％

０．
３％

０．
８％

０．
３％

０．
７％

―
―

０．
６％

―
―

―
―

―
―

１．
３％

―
―

１２
入
浴

０．
８％

０．
７％

０．
３％

０．
８％

―
０．
３％

―
―

―
―

―
―

―
―

―
―

―
―

８
理
美
容

０．
８％

０．
７％

０．
５％

―
―

０．
７％

―
―

０．
６％

―
―

―
―

―
―

―
―

―
９

医
療

―
―

０．
８％

０．
３％

０．
５％

０．
３％

０．
４％

―
０．
３％

０．
７％

―
１．
２％

―
―

１．
４％

―
―

―
１３

健
康
管
理

―
１．
０％

１．
１％

３．
３％

０．
８％

２．
９％

２．
４％

３．
１％

４．
９％

４．
０％

３．
１％

３．
７％

５．
７％

７．
２％

７．
２％

５．
３％

３．
８％

３．
６％

１１
１

介
護
，介
助

３．
１％

１．
４％

０．
５％

０．
３％

０．
３％

０．
３％

０．
８％

０．
３％

０．
３％

―
０．
８％

―
―

―
１．
４％

―
―

―
１９

障害
者，
外国
人コ
ミュ
ニケ
ーシ
ョン
支援

３．
８％

２．
４％

２．
２％

１．
１％

０．
５％

２．
３％

１．
２％

２．
２％

―
０．
３％

２．
４％

２．
５％

１．
１％

―
―

１．
３％

１．
０％

―
５２

生 活 支 援

生
活
支
援
全
般（
分
類
不
能
）

―
２．
１％

２．
２％

―
１．
９％

２．
３％

５．
２％

１．
６％

―
３．
０％

２．
４％

１．
２％

１．
１％

２．
７％

―
―

１．
０％

―
６４

仮
設
住
宅
支
援

１．
５％

２．
１％

２．
７％

３．
８％

５．
７％

３．
３％

８．
４％

６．
９％

１．
３％

５．
４％

３．
９％

７．
４％

４．
５％

５．
４％

１０
．１
％

５．
３％

４．
８％

４．
５％

１６
８

相
談

２．
３％

２．
４％

２．
４％

０．
８％

４．
６％

２．
６％

４．
４％

１．
３％

２．
６％

４．
４％

３．
９％

４．
９％

２．
３％

３．
６％

１．
４％

５．
３％

２．
９％

３．
６％

１１
０

こ
ど
も
の
保
育
，学
習
支
援

８．
５％

６．
９％

７．
５％

７．
９％

７．
９％

８．
５％

９．
６％

１２
．９
％

１１
．３
％

１０
．７
％

１３
．４
％

１８
．５
％

２０
．５
％

９．
０％

２０
．３
％

１９
．７
％

１０
．６
％

１８
．８
％

３９
６

レ
ク
，文
化
，ス
ポ
ー
ツ
活
動

１．
５％

３．
１％

４．
９％

６．
３％

１２
．２
％

１３
．４
％

９．
６％

１１
．６
％

２２
．７
％

１０
．７
％

８．
７％

６．
２％

２．
３％

９．
９％

１．
４％

９．
２％

９．
６％

７．
１％

３５
６

サ
ロ
ン
活
動

２．
３％

１．
４％

３．
５％

３．
６％

２．
２％

４．
６％

２．
８％

６．
９％

７．
１％

１１
．４
％

１１
．８
％

１６
．０
％

５．
７％

１５
．３
％

４．
３％

１０
．５
％

１４
．４
％

９．
８％

２２
７

孤
立
防
止

１．
５％

―
０．
５％

０．
５％

０．
８％

０．
７％

０．
４％

２．
２％

１．
９％

４．
０％

３．
１％

２．
５％

１．
１％

３．
６％

２．
９％

２．
６％

４．
８％

５．
４％

６３
支援
調査
，情
報提
供，
交流
支援

１．
５％

０．
３％

０．
５％

１．
６％

０．
３％

１．
０％

０．
８％

０．
６％

０．
６％

１．
０％

―
１．
２％

―
―

１．
４％

１．
３％

３．
８％

５．
４％

３７
新た
な生
活支
援サ
ービ
ス開
発

―
０．
７％

１．
３％

―
―

―
１．
２％

０．
３％

―
―

１．
６％

―
１．
１％

―
―

１．
３％

２．
９％

０．
９％

１９
広
域
避
難
者
支
援

４．
６％

３．
４％

４．
３％

４．
４％

４．
３％

６．
９％

４．
８％

７．
２％

３．
２％

７．
７％

２１
．３
％

６．
２％

１４
．８
％

１１
．７
％

２０
．３
％

９．
２％

１１
．５
％

１２
．５
％

２５
８

復 興 支 援

伝統
，文
化，
地域
活動
復興
活動

２．
３％

０．
７％

１．
６％

１．
６％

１．
４％

１．
３％

３．
６％

５．
０％

４．
５％

３．
０％

１．
６％

２．
５％

２．
３％

４．
５％

５．
８％

５．
３％

５．
８％

８．
９％

１０
９

ミニ
コミ
，サ
イト
運営
，交
流支
援

１．
５％

１．
０％

３．
８％

０．
８％

１．
９％

４．
２％

２．
４％

１．
６％

１．
０％

１．
３％

１．
６％

６．
２％

３．
４％

１．
８％

１．
４％

―
１．
０％

１．
８％

７６
新
た
な
地
域
活
動
開
発

２．
３％

２．
４％

１．
１％

３．
３％

５．
４％

２．
６％

６．
８％

６．
０％

６．
１％

７．
０％

８．
７％

７．
４％

１１
．４
％

７．
２％

１．
４％

２．
６％

６．
７％

５．
４％

１８
１

そ の 他

専
門
職
の
活
動

１．
５％

１．
４％

１．
３％

１．
９％

１．
９％

０．
７％

１．
２％

０．
６％

０．
６％

１．
３％

１．
６％

―
―

―
―

１．
３％

１．
０％

０．
９％

４３
支援
拠点
運営
，活
動開
発支
援

８．
５％

５．
９％

４．
０％

１．
９％

４．
３％

３．
９％

４．
４％

２．
２％

２．
９％

１．
７％

０．
８％

３．
７％

６．
８％

２．
７％

２．
９％

６．
６％

２．
９％

１．
８％

１３
５

そ
の
他

２．
３％

４．
１％

０．
３％

１．
４％

０．
８％

２．
３％

２．
０％

２．
５％

０．
６％

２．
０％

２．
４％

２．
５％

８．
０％

１．
８％

８．
７％

３．
９％

１．
０％

３．
６％

８０
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
バ
ス
，保
険

８．
５％

１１
．７
％

１２
．４
％

２１
．９
％

３．
５％

９．
５％

７．
２％

８．
２％

９．
１％

７．
０％

３．
９％

２．
５％

５．
７％

６．
３％

５．
８％

―
６．
７％

３．
６％

３４
０

計
１０
０．
０％

１０
０．
０％

１０
０．
０％

１０
０．
０％

１０
０．
０％

１０
０．
０％

１０
０．
０％

１０
０．
０％

１０
０．
０％

１０
０．
０％

１０
０．
０％

１０
０．
０％

１０
０．
０％

１０
０．
０％

１０
０．
０％

１０
０．
０％

１０
０．
０％

１０
０．
０％

―
団
体
活
動
数

１３
０

２９
０

３７
１

３６
５

３６
８

３０
６

２４
９

３１
９

３０
９

２９
８

１２
７

８１
８８

１１
１

６９
７６

１０
４

１１
２

３，
７７
３
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を示したものである。それによると活動の内容は大きく分けて，緊急支援が多
かった２０１１年度，緊急支援と生活支援が入り混じった２０１２年度，そして生活支
援が中心となる２０１３～２０１５年度の３つの局面があることが見てとれる。
次に，４つの大分類ごとに内容をみてみることにしたい。

① 緊急支援
２０１１年度前半は「物資配達」が最も多く，「炊き出し」がこれに次いでいる。
しかし，２０１１年度後半には生活に必要な物が充足されてきたため，「物資配達」
が徐々に減少し，「炊き出し」も減少した。他方で，「瓦礫の片付け」がこれら
を上回るようになり，その後，２０１２年度～２０１３年度前半に渡り，長期間で高い
ニーズを示していた。結果として，「瓦礫の片付け」は５年間の計１８回の募集
で，２８小分類中で２番目に多い活動となっている。
② 生活支援
２０１１年度末～２０１２年度は，被災者への慰問的な活動は，単純に食事を提供す
る「炊き出し」から，被災者に娯楽を提供する「レクリエーション（以下，「レ
ク」）」に質的に変化し，この時期に最も多い活動となっている。「子どもの保
育，学習支援（以下，「子どもの支援」）」は２０１１年度前半からすでに一定のニー
ズがあったが，２０１２年度も「レク」に次いで多いことが見てとれる。
「レク」は５年間で３番目に多い活動であるが，２０１３年度以降はボランティ
アが被災者を楽しませる「レク」に代わり，被災者自らが運営する「サロン活
動」を支援する形が多くなる。一方で，「子どもの支援」は継続して行われた
ため，小分類のなかで５年間で最も多い活動となっている。
後に示すように福島県の被災地へのボランティアによる支援は，岩手県や宮

城県よりも遅れて開始されている。そのため，「広域避難者の支援」等の福島
原発事故により他の地域に逃れている人への援助は，２０１３年度中頃から増加し，
以後は「子どもの支援」と並んで，最も多い活動である。
③ 復興支援
まちづくりや産業の復興は行政との連携や多額の予算付けが必要となるため，

民間ボランティアによる活動は相対的には少ない。しかし，「新たな地域活動
開発」では，農漁業の再開の環境整備や内職支援等の働く機会の創出が，２０１３
～２０１４年度に比較的活発に行われた。
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④ その他
２０１１年度前半には，災害ボランティアセンター等の「支援拠点運営」の整備
が行われた。しかし，最も多い活動は，被災地までの往復の送迎とボランティ
ア活動がセットとなった「ボランティア・バス」の派遣である。初期の頃は活
動モデルを示す意味で社協が率先して企画し，２０１１年度後半に最も活発に行わ
れたが＊１１，２０１２年度には「ボランティア・バス」は減少した。しかし，完全に
なくなったわけではなく，それ以降も継続されており，５年間で４番目に多い
活動となっている。

⑵ 団体の形態とその特徴
本稿では活動団体を，社会福祉法人，NPO法人，その他の法人（社団法人・

学校法人・財団法人等），及び，任意団体（一時的なグループを含む）に分類
している。そしてこれによると，２，９６７団体のうち，任意団体が１，６０９団体
（５４．２％）で最も多く，NPO法人が７２５団体（２４．４％）とこれに次ぎ，その他
の法人は３２２団体（１０．９％），社会福祉法人は３１１団体（１０．５％）であった。
４種類の団体の違いは，活動期間に現れている。ボラサポ募金の活動支援金

は短期的活動（１ヶ月未満の活動で，助成額が５０万円未満）と長期的活動（１
ヶ月以上の活動で，助成額が上限３００万円）の２区分で募集され＊１２，全件数で
は「短期：長期＝１：１」である。しかし，表２・上段に示すように，NPO
法人では「３：７」となっており，長期に渡って被災地と関わりを持つ活動が
多い。これとは全く逆になっているのが社会福祉法人で，「７：３」である。
任意団体はやや短期的活動が，その他の法人はやや長期的活動が多い。
これらの違いは，活動内容の違いを反映している。表２・下段では，団体の

形態別に活動内容の４分類の構成比を示している。それによると先ず，社会福
祉法人では「その他」が５６％と際だって多いが，社協が震災直後の活動モデル

＊１１ 「ボランティア・バス」は旅行会社やバス会社等の営利企業によっても企
画・実施された。依田（２０１３）を参照。

＊１２ 募集回によっては１０００万円上限の重点活動の枠が設定されていた。本分析
では，重点活動も長期的活動に分類している。中央共同募金会（２０１６．１．
１５）を参照。
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として「ボランティア・バス」を率先して主催したためである。次に，NPO
法人では他の団体の形態と比較して生活支援と地域振興が相対的に多い。それ
は，「子どもの支援」「サロン活動」「新たな地域活動開発」等，一時的な関わ
りでは支援しにくい活動に多く取り組んできたためといえる。これに対して，
任意団体では緊急支援が相対的に多く，その内容は「瓦礫の片付け」や「炊き
出し」等の単発での関わりでも支援しやすい活動である。最後にその他の法人
は，NPO法人と任意団体の中間的な特徴を持っている。

６．仮説の検証

⑴ 仮説①：人的被害や住家被害が甚大な被災地で，活動団体数が多い。
人的被害については死者数を，住家被害については全壊家屋数を用いて（消

防庁 ２０１６．１０．２０），各被災地における活動団体数との関係を確認した。その
結果，活動団体数と死者数との相関係数はｒ＝０．８６４（ｐ＝０．００１）で有意な相
関であったが，全壊家屋との相関はｒ＝０．３８９（ｐ＝０．２３７）で有意とはいえな
かった。
したがって，仮説①は，人的被害については被災地での活動差を作り出す要

表２．ボランティア団体の形態別の特徴

団体の形態 社会福祉法人 NPO法人 その他の法人 任意団体

活動
期間

短 期 ７０．１％ ２８．１％ ４４．４％ ５６．５％
長 期 ２９．９％ ７１．９％ ５５．６％ ４３．５％

計 １００．０％ １００．０％ １００．０％ １００．０％

活動
内容

緊急支援 ２８．１％ ２３．２％ ２７．４％ ３２．７％
生活支援 １２．５％ ５１．９％ ５０．３％ ４６．９％
復興支援 ３．７％ １２．７％ ７．９％ ９．９％
そ の 他 ５５．７％ １２．２％ １４．５％ １０．５％

計 １００．０％ １００．０％ １００．０％ １００．０％

特徴的な活動

・ボランティア
バス

・瓦礫の片付け

・子どもの支援
・サロン活動
・新たな地域活
動開発

・地域拠点運営

・子どもの支援
・瓦礫の片付け
・レクリエー
ション

・瓦礫の片付け
・レクリエー
ション
・炊き出し

＊；下線（―）は相対的に多い活動期間，活動内容
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因といえるが，住家被害については支持されない。図３は，横軸に死者数，縦
軸に活動団体数を取り，１１の被災地をプロットした結果である。活動団体数が
他の被災地と比べて際だって多い石巻市は，死者数も突出して多かったことが
見てとれる。ボランティアは人的被害を多く出した被災地に向かったのである。
一方，全壊家屋数と活動団体数についても同様の図を描いてみたが（ここで

は図は省略），全壊家屋数が最も多いのは仙台市，次いで多いのはいわき市で
あった。つまり，全壊家屋数は人口規模との関連が強く，死亡数等の被害状況
とは必ずしも連動していなかった。

⑵ 仮説②：団体の形態のうちNPO法人を多く含む被災地で，活動団体数が
多い。
先の表２では，NPO法人の活動は長期に及ぶ傾向が示された。しかし，被

災地で活動する団体に占めるNPO法人比率を指標として，活動団体数との相
関を１１の市町について調べたところ関連はなく，むしろ符号もマイナスとなっ
た（ｒ＝－０．１５４，ｐ＝６５２）。したがって，仮説②は支持されない。

図３．ボラサポ募金における受給団体数と死者数
（消防庁による）の相関―１１の被災地―
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NPO法人比率が最も高いのは仙台市の３６．５％であった。それは，NPO法人
の拠点は，人口規模の大きな都市に存在することが多いためである。しかしな
がら，次いで高いのは，逆に人口が最も少ない大槌町の２９．８％であった。大槌
町は県内外の社協職員やNPO・NGOなどが一体となって支援を展開していた
のである（全社協 ２０１２：３３―３４）。被災地においてNPO法人比率の高さを規定
する要因はそれぞれ個別であり，NPO法人比率によって一定の傾向を見いだ
すことはできなかった。

⑶ 仮説③：全団体に占める地元団体比率が高い被災地で，活動団体数が多い。
図４は，横軸に地元団体比率を，縦軸に活動団体数を取っている。１１の被災

地について相関を調べると，ｒ＝０．７０１（ｐ＝０．０１６）で有意な関連が認められた。
活動団体数が第１位の石巻市，第２位の気仙沼市は，ともに地元団体比率が

高い。被災地住民が自ら活動することが，活動団体数の多さに結びつくのであ
る。しかし，地元団体の活動形態を調べてみると，必ずしもNPO法人格を取
得しておらず，任意団体が多い。このことからも，仮説②が支持されなかった

図４．ボラサポ募金における受給団体の地元団体
比率と活動団体数の相関―１１の被災地―

東日本大震災のボランティア活動における被災地格差とその規定要因

１５



理由が解釈できる。
また，仮説③は支持されるといえるが，仮説①ほど強い関連は認められな

かった。図４からも，仙台市やいわき市，南相馬市は地元団体比率が高いもの
の，活動団体数が多いとはいえず，関連から外れた位置にあることがわかる。
それには，次のような解釈が可能である。
第一に仙台市は元々，広域で活動を行っている団体が多い。そのため，同市

は地元団体比率では３４．６％と際だって高いものの，仙台市周辺の被災地で活動
を行っている場合も少なくなかったのである。
第二にいわき市と南相馬市を含む福島県では，他の地域と比べて県外からの

ボランティア団体が活動を開始する時期が遅れたためである。活動の多くは
２０１１～２０１１年度に集中的に行われたが，この期間での活動では地元団体が中心
とならざるを得ず，２０１１年度はいわき市は１０位，南相馬市は１１位と最下位だっ
たのである＊１３。

⑷ 仮説④：容易な内容の活動の募集が多かった被災地で，活動団体数が多い。
先の表１に示したように，「子どもの支援（３９６団体，第１位）」，「瓦礫の片

付け（３８９団体，第２位）」，「レクリエーション（３５６団体，第３位），「ボラン
ティア・バス（３４０団体，第４位）」などが，最も一般的な活動である。そこで
表３では，比較的よく行われていた１１種類の活動を，各被災地において行った
団体数を示した。
これによると，活動団体数が第１位の石巻市で最も多かった活動は「瓦礫の

片付け」であり，「子どもの支援」より多い。また，３番目に多いのは「物資
配達」であり，全体として緊急支援が多いことが特徴である。組織的に活動す
る必要がなく，誰でも参加できる作業が多いことが，多数の団体集めの成功要
因となったことが窺われる。
活動団体数が第２位～４位の気仙沼市・陸前高田市・南三陸町でも同様に，

「子どもの支援」よりも「瓦礫の片付け」のほうが多くなっている。また，陸
前高田市と南三陸町では「ボランティア・バス」が最も多い活動となっており，

＊１３ ただし，２０１３～２０１５年度では１１市町中で，いわき市は７位，南相馬市は５位
に上昇している。
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このことからも，誰にでも参加できる作業が多かったことが推察される。「ボ
ランティア・バス」が多いとはいえない気仙沼市が，どのようにして多くのボ
ランティア団体を集めることができたかについては，個別要因としてこの節の
最後に考察する。
活動団体数が中位の東松島市（第５位）と大槌町（第６位）は，陸前高田市

や南三陸町ほどには「ボランティア・バス」による参加団体が得られていない。
しかし，「瓦礫の片付け」とともに，やはり緊急支援が多いといえる。
これに対して，活動団体数が低位（第７位～第１１位）の被災地では，緊急支

援のこれらの２つの内容のいずれか１つが１位・２位に含まれていないか（大
船渡市，釜石市，南相馬市），もしくは両方ともに１位・２位でない（仙台市，
いわき市）ことが示されている。
したがって，仮説④は支持される。被災地では確かに長期的な活動が必要で

表３．被災地別の活動内容
活動分野・内容

（多い順に１位～１１位）
石巻市 気仙沼市

陸前
高田市

南三陸町 東松島市 大槌町 仙台市 いわき市 大船渡市 釜石市 南相馬市

１．生活・こどもの保育，
学習支援

９１ ４２ ３６ ４０ ２８ １０ ４０ ２０ １８ １７ １５

２．緊急・瓦礫の片づけ，
物品捜索

１０３ ６７ ６６ ４９ ３７ ３１ ２４ １１ １７ １６ ４３

３．生活・レク，文化，ス
ポーツ活動

６８ ６０ ３９ ３９ ３０ ２０ ２８ ３８ ２１ １６ １８

４．その他・ボランティア
バス，保険

５６ ３９ ６８ ５３ ３０ ４９ １１ ７ ２０ ３１ １６

５．生活・広域避難者支援 １３ １０ ７ ９ ８ ５ ６ ９ ２ ４ ７

６．緊急・訪問，安否確認，
物資配達

８２ ３９ ２６ ３８ ２０ ２０ ２２ １２ １６ １５ ８

７．生活・サロン活動 ３５ １９ ２１ １９ ２３ １３ １１ １３ １０ １３ １５

８．緊急・炊き出し ７６ ３０ ２２ ２３ １９ １８ １３ １５ １３ ７ ８

９．復興・新たな地域活動
開発

３９ ２６ ２２ ３６ １１ １３ １４ ９ １１ １５ ２

１０．生活・仮設住宅支援 ２３ ２４ ２２ ２０ １２ １５ １４ ５ １２ １３ １０

１１．その他・支援拠点運営，
活動開発支援

１６ ２１ １９ １５ １０ １２ ９ ５ ８ ８ ７

１～１１以外の活動の計 ２０６ １０５ ９８ ９５ ６７ ６３ ７４ ５６ ６０ ４３ ５３

合 計 ８０８ ４８２ ４４６ ４３６ ２９５ ２６９ ２６６ ２００ ２０８ １９８ ２０２

＊；下線（―）は特徴的な活動
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ある。しかし，まずは容易な活動に多数参加してもらうこと，そして問題意識
を持ったボランティアの２回目以降の活動につなげることが，成功の要因にな
ると考えられる。

⑸ 仮説⑤：交通アクセスが容易だった被災地で，参加団体数が多い。
表４は，１１の被災地がどのような所在地の団体から参加を得たかを示したも

のである。所在地については，先ず全国を「北海道・東北（被災三県を除く）」
「関東」「東京都」「中部」「近畿」「中国・四国・九州」のブロック・都に分け，
さらに岩手県・宮城県・福島県（地元市町を除く）の各県，そして地元市町に
分類した。渡辺（２０１４）では，被災地の遠隔地のボランティア団体の問題と課
題について論じているが，被災地からの距離が遠くなればなるほど，ボラン
ティアの参加が少なかった。ボランティア団体の所在地も，被災地を除くと東
京都・関東地方が最も多く，次いで中部・近畿地方となり，中国・四国・九州
では少なかった。
１１の被災地のなかで東京や関東からのアクセスが容易といえるのは，仙台
市・東松島市・いわき市・南相馬市である。そして予想通りに，南相馬市では
関東・東京の所在団体が６１％と最も多く占め，いわき市も５５％と，突出して高
い。
しかし他方で，仙台市や東松島市は，よりアクセスが悪い石巻市や気仙沼市

よりも東京や関東の所在団体が少なかった。仙台市は市内からの参加が３５％と

表４．ボラサポ募金受給団体の所在地

石巻市 気仙沼市
陸前
高田市

南三陸町 東松島市 大槌町 仙台市 いわき市 大船渡市 釜石市 南相馬市

北海道・東北 ５％ ５％ ７％ ３％ ５％ ９％ ４％ １％ ６％ ８％ ３％
岩手県（地元市町を除く） ０％ １％ １７％ １％ ０％ ２１％ ０％ ０％ ２１％ ２８％ ０％
宮城県（地元市町を除く） １０％ １３％ ３％ １５％ ２５％ ０％ ７％ ０％ ３％ １％ １％
福島県（地元市町を除く） ０％ ０％ ０％ ０％ ０％ ０％ ０％ １％ ０％ ０％ ７％
関東 １９％ １８％ ２１％ ２６％ １９％ １７％ １０％ ２８％ １１％ １６％ ４１％
東京都 ２２％ ２０％ １８％ １５％ １２％ １６％ ２６％ ２７％ ２１％ １６％ ２０％
中部 １３％ １０％ １６％ １７％ １６％ １７％ ８％ １０％ １７％ ８％ ５％
近畿 １０％ １６％ ９％ １２％ １１％ １６％ ４％ ６％ ８％ １２％ ６％
中国・四国・九州 ４％ ４％ ５％ ６％ ６％ ３％ ５％ ８％ ３％ ５％ ３％
地元市町 １５％ １４％ ５％ ６％ ７％ １％ ３５％ ２０％ １０％ ６％ １３％

計 １００％ １００％ １００％ １００％ １００％ １００％ １００％ １００％ １００％ １００％ １００％

＊；下線（―）は相対的に多い団体所在地
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１１の被災地のなかで最も高く，東松島市は宮城県内（仙台市）からの支援が多
かったためである。
東京や関東から最も遠隔となる岩手県沿岸部の陸前高田市，大槌町，大船渡

市，釜石市は，岩手県内からの支援が多くなされていた。内陸の盛岡市や遠野
市からボランティアが派遣されていたのである（全社協 ２０１２：３７，４０）。
以上のように，交通アクセスの容易さと参加団体数には関連があるといえよ

う。ただし，いわき市や南相馬市で東京・関東の所在団体が多かった点につい
ては，福島県では岩手県や宮城県と比べて，県内の他市からの支援が弱かった
結果とも解釈できる。原因と結果の関係については留保せねばならない。

⑹ 活動団体数に影響を及ぼしたその他の個別要因
最後に，被災地での活動団体数に影響を与えた個別の要因についても，若干

考察することにしたい。ここでは圧倒的多数のボランティアを集めた第１位の
石巻市と，ボランティア・バスという方法によらず多数の参加があった第２位
の気仙沼市について考察する。
石巻市は１冊の著書としてまとめられていたり，報告書や論文・メディア等

でも取り上げられることが多い被災地である（中原２０１１；日本家政学会東日本
大震災生活研究プロジェクト ２０１４；福島 ２０１６）。「石巻モデル」などと呼ばれ
るほど，震災ボランティア活動が成功したとされている。福島は，石巻市で活
発なボランティア活動が展開された要因を，１）災害ボランティア活動の経験
値の高さ，２）石巻専修大学のボランティアセンターとしての活用，３）受援
力（他者の支援を受ける力）の高さ，４）“３）”の要因とも関連しているが，
ボランティア団体を信頼して任せること，５）社協職員の福祉のプロとして意
識の高さ，をあげている。
しかし例えば，５）については他の被災地と比較・判断することが難しいな

ど，突出してボランティア活動者数が多かった要因を特定することはそう簡単
ではない。しかし，このうちで最も特徴的なものをあげるとすれば，３）受援
力にあるのではないだろうか。
図５に示すように，石巻市の他の被災地との顕著な違いは，２０１１年度に圧倒

的に多くのボランティアを集めた点にある。他の被災地がボランティアの受け
入れを制限していた３月の段階で，ボランティアの受け入れを開始していたの
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である。受け入れに躊躇しなかったことが，成功の一要因だったのではないだ
ろうか。
次に第２位の気仙沼市であるが，陸前高田市や南三陸町と活動団体数の合計

数でそれほど大きな差があるわけではないが，図５をみると相対的にやはり
２０１１年度における団体数の割合が高い。気仙沼市は震災直後は石巻市とは異な
り，ボランティアの受け入れを市内在住に限定するなど，制限を設けていた。
しかし，シャンティ国際ボランティア会，国際ボランティアセンター，大阪ボ
ランティア協会など多くのNPOが集結し，最大２０団体以上との協働型でVCを
「NPO・NGO連絡会」という形で運営していた（全社協 ２０１２：４４）。これは，
石巻市と共通のスタイルである。
しかし次に，それではなぜ，陸前高田市や南三陸町ではなく，気仙沼市でこ

のような運営形態が可能になったのかを考える必要がある。実は人口規模を比
較すると，政令指定市の仙台市は別格として，２０１０年度は多い順に，第２位が
いわき市（３４．６万人），第３位が石巻市（１６．２万人），そして第４位が気仙沼市
（７．３万人）であった。これに対して，陸前高田市は２．４万人，南三陸町は１．６
万人と少ない。

図５．年度別のボラサポ募金受給団体数―被災地別―
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県外のNPO・NGO団体と結びつけられるチャンスも，それらの団体のカウ
ンターパートとなりうる被災市町側の団体の存在という点でも，人口規模によ
り差があったであろう。人口の多い仙台市といわき市に次いで，石巻市と気仙
沼市に地元団体比率が多かったことも，県外の団体のカウンターパートとして
機能しうる団体の必要性が示唆される。結果的に小規模の市町の場合には，代
わりにボランティア・バスという手段が有効性を発揮することになったのだと
思われる。

７．おわりに

本稿では，東日本大震災におけるボランティア団体数の被災地格差につい
て，５つの仮説を検証した。その結果，死者数が多いなど，基本的に被害が甚
大であった被災地に多くのボランティアが集まったといえる（仮説①）。そし
て，その場所に組織的な活動を必要とせず，比較的誰にでも参加できる作業等
が提供されていることが関連していた（仮説④）。また，活動の継続には被災
地住民による団体の存在が重要であった（仮説③）。
ただし，ここで明らかにできたのは，あくまでも被災地のうち，どの市町で

ボランティア参加団体が多かったかということと，多数の団体を集めることが
できた要因は何か，に過ぎない。真にボランティアによる活動が成功したかと
は別の問題である。ボランティアの社会的経済的効果をマクロレベルで算定す
るためには，次善の策として，ボランティアの活動種類別の労働時間数を求め，
それに時間あたりの賃金を乗じて，積和を求めるという方法が取られている
（山内ほか ２００５；ILO ２０１１；Salamon et. al.２０１１）。ただし，震災ボランティ
アに関しては，このような試みはなされていない。
さらにその結果として，震災からの復興にどのような効果があったかという

ことも，別の問題である。ボランティアの成果を労働時間に換算するのではな
く，便益から評価することにはまだ方法論上の課題が多く，目下行われている
のはNPO法人等の組織内というメゾレベルでの研究である（Mook et. al.,

＊１４ 筆者を代表とするグループは２０１６～２０１８年に，科学研究費補助金基盤研究
（Ｃ）「ボランティアの社会的経済的価値に関する研究―集団・組織レベルで
の評価を中心に―（課題番号：１６K０４１７７）」が採択され，研究が進行中である。
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２００５；馬場 ２００９；Bowman２００９）。マクロレベルでの評価方法論を検討する
前に，まずはメゾレベルでの検討が進められるべきである。本研究が今後，取
り組むべき課題も，基本的にはこの方向にあると考える＊１４。
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